
特定非営利活動法人（NPO 法人）制度に関する要望書 

 

２００９年６月１６日 

ＮＰＯ／ＮＧＯに関する税・法人制度改革連絡会 

 

 日頃から、貴党におかれましては、ＮＰＯ活動へのご理解をいただき、その発展のため

にご尽力いただいていること、深く感謝申し上げます。 

 

 特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）は、議員立法として１９９８年成立・施行されまし

た。現在では、全国各地で約３万８千の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人/特活法人）が認

証を受けています。福祉や教育、環境保全、国際協力、まちづくりなど様々な分野で活躍

しています。 

 内閣府の世論調査では、国民の８割が「市民活動は大切である」と答えています。また、

国民の４割が「ボランティアなどでＮＰＯの活動に参加したい」と答えています。 

 地域コミュニティの再生や社会的弱者の支援、多様な公共サービスの提供などで、行政・

企業と協働・連携しながら、日々、社会に貢献しています。今後の日本社会においても、

ＮＰＯや市民活動はますます重要性を増していくと考えています。 
 
 一方で、急速に変化する社会問題や災害発生時の素早い対応のため、ＮＰＯ法人には迅

速な設立・運営が求められています。一連の公益法人制度改革なども踏まえ、ＮＰＯの健

全な発展を促進するため、市民活動を支える基盤であるＮＰＯ法人制度をより使いやすく、

透明性の高い制度へ改正していく必要があります。 
 
 内閣府の調査では、ＮＰＯ法人の約７割が「活動資金が不足している」と答えています。

しかし、ＮＰＯ支援税制である認定ＮＰＯ法人制度は開始後７年を経た現在でも、認定を

受けたＮＰＯ法人はわずか９３法人、約３万８千あるＮＰＯ法人のわずか０.２４％（２０

０９年６月１日現在）に過ぎません。より多くのＮＰＯ法人が支援税制を受けられるよう

にするため、認定ＮＰＯ法人制度を大幅に緩和していく必要があります。同時に、個人や

企業によるＮＰＯへの寄付を促進するため、寄付税制の大幅な拡充も必要です。 
 
こうした現状を踏まえ、貴党の政権公約（マニフェスト）作成に当たっては、是非とも下

記、要望事項を盛り込んでいただき、また選挙終了後はその実現にご尽力くださいますよ

うお願い申し上げます。 



要望事項 

 
一．市民の自発性に基づき活動するＮＰＯの社会貢献活動を支援し、より信頼性の高い

制度にするため、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）の改正を行うこと 

 

1. 法律の名称を「市民活動促進法」へ、法人の名称を「市民活動法人」へ変更する。 

2. ＮＰＯ法人の認証期間（現行 4ヶ月以内）を２ヶ月に変更し、補正を可能にする。 

3. 運営に関する各種手続きを簡素化・迅速化する。 

4. ＮＰＯ法人のインターネット上の情報公開を強化すると共に、公開時の個人情報保護

を行う。 

5. その他、添付資料「特定非営利活動促進法の改正に関する要望書」を参照のこと 

 

 

二．支え合い・助け合いの地域コミュニティ活動や国際援助活動などを活性化するため、

認定ＮＰＯ法人制度の大幅な改正と寄付税制の大幅な拡充を行うこと 

 

1. 認定ＮＰＯ法人数の数値目標（全ＮＰＯ法人の５０％）を設定する。 

2. パブリックサポートテストなど現行の認定要件のより一層の緩和を行う。 

3. 国税庁・国税局による審査体制を充実させると共に、現在の長期間にわたる審査期間

（平均 8カ月/最長 2年）の短縮のため、審査期間を 4ヶ月以内と限定する。 

4. 申請団体に負担を強いる現在の再認定制度ではなく、更新制度を導入する。 

5. みなし寄附金制度における控除限度額を所得金額の５０％へ引き上げ、みなし譲渡所

得を非課税にするなど税制優遇措置のより一層の拡充を行う。 

6. 寄附者に対して、本年の寄附金控除で控除し切れなかった部分について翌年への繰越

を認める制度（繰越制度）の導入など寄附金控除の大幅な拡充を行う。 

7. 認定を受けていない小規模のＮＰＯ法人に対する法人税の免税点制度（一定の収支規

模までは収益事業を行っていても免税とする制度）などを創設して、小規模法人の活

動を支援する。 


